
議題３（委員会決裁事項（規則第３条第５号）） 

令和元年度教育行政に係る点検及び評価結果の報告について 

大阪府教育振興基本計画（教育委員会の権限に属する事項のみ）の進捗状況に関する点

検及び評価の結果並びに教育に関する事務の管理及び執行の状況に関する点検及び評価の

結果の報告について、別紙のとおりとし、大阪府教育行政基本条例第６条第１項及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律第26条第１項の規定により、教育行政に係る点検及

び評価報告書を令和２年９月定例府議会に提出することを決定する。 

令和２年９月18日 

大阪府教育委員会       

＜参考＞ 

〔根拠規定〕 

 大阪府教育行政基本条例 

(教育行政の点検及び評価) 

第６条 知事及び委員会は、基本計画の進捗を管理するため、毎年、共同してその点

検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを大阪府議会に提出す

るとともに、公表しなければならない。 

２ 委員会は、地方教育行政法第26条の点検及び評価に当たり、前項の点検及び評価

を含めるものとする。 

３ 第１項の点検及び評価に当たっては、基本計画に定めた目標を達成するために委

員会の教育長及び委員が行った取組、活動の状況等について、委員会の教育長及び

委員が自ら点検及び評価を行わなければならない。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育

長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事

務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点

検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとと

もに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。 
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大阪府教育委員会事務決裁規則 

(委員会決裁事項) 

第３条 委員会が会議の議決により決裁する事項は、次のとおりとする。 

５ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 26 条の規定による点検及び評価

に関すること。 
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令和元年度 教育行政 係 点検及 評価報告書（概要）令和元年度 教育行政 係 点検及 評価報告書（概要）

≪基本条例≫
第６条 知事及 委員会  基本計画 進捗 管理     毎年 共同    点検及 評価 行    結果 
関する報告書を作成し、これを大阪府議会に提出するとともに、公表しなければならない。

２ 委員会  地方教育行政法第26条の点検及び評価に当たり、前項の点検及び評価を含めるものとする。
３ 第１項 点検及 評価 当     基本計画 定  目標 達成     委員会 教育長及 委員 行  
取組 活動 状況等     委員会 教育長及 委員 自 点検及 評価 行          

≪地教行法≫
第26条 教育委員会  毎年   権限 属  事務（前条第１項 規定   教育長 委任   事務  他
教育長 権限 属  事務（同条第４項 規定   事務局職員等 委任   事務 含  ）を含む。）の
管理及び執行 状況    点検及 評価 行    結果 関  報告書 作成     議会 提出      、
公表しなければならない。

２ 教育委員会  前項 点検及 評価 行  当     教育 関 学識経験 有  者 知見の活用を図る
ものとする。

○設置目的
・基本条例第６条に基づき、知事及び教育委員会が実施する大阪府教育振興基本計画（以下「基本計画」という。）
 進捗 管理     点検及 評価
 地教行法第26条 基   教育委員会 実施  委員会 事務 管理及 執行 状況 関  点検及 評価 当   
教育 関  知識及 経験 有  者並  保護者 意見 聴    設置   

大阪府教育行政評価審議会

○点検及 評価 年次
（１）前年度 基本計画 進捗状況
（２）基本計画 記載    前年度 教育委員会 権限 属  事務 管理及 執行 状況

○点検及び評価の内容
（１）基本条例第６条に基づく知事及び教育委員会の点検及び評価
・基本計画の事業計画に記載する158の「具体的取組」の進捗状況を点検
・基本計画の「10の基本方針」ごとに設定した「実現をめざす主な指標」を点検
・上記点検結果を踏まえ、「10の基本方針」ごとに進捗状況を評価

（２）地教行法第26条に基づく教育委員会の点検及び評価
・基本計画に定めた事務の点検及び評価（（１）をもって充てる）
・基本計画に記載のない教育委員会の権限に属する事務の状況の点検及び評価

点検及び評価の手法

1

○目的
効果的 教育行政 推進 資       住民  説明責任 果   

○根拠
大阪府教育行政基本条例（以下 基本条例     ）第６条
地方教育行政 組織及 運営 関  法律（以下 地教行法     ）第26条
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構 成

○点検及び評価調書
１ 大阪府教育振興基本計画の点検及び評価
２ 教育委員の自己点検及び評価
３ 教育委員会の権限に属する事務の状況の点検及び評価（大阪府教育振興基本計画に記載のない事務）

（参考） 大阪府教育振興基本計画の体系



【主な基本的方向】
①市町村 主体的 取組  支援       課題   学校  重点的 支援 行  子   力     伸  学校力 向上 図  
②教育内容 充実 授業改善    支援         子        社会 求    確  学力      
【主な取組み】
①小 中学校 学校力向上 向  重点支援（             推進事業）
②授業改善への支援（校内研究の推進）／グローバル人材の育成

基本方針１ 市町村    小 中学校 教育力 充実   基本方針１ 市町村    小 中学校 教育力 充実   
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【主な指標の点検結果】（※）次年度  全国学力 学習状況調査  結果により点検（R1年度 R2年4月）

【自己評価】

評価

①
②

 学力 状況      中学校                 基礎 基本  確実 定着  目的 応  必要 情報 読 取    
描写 工夫  書        成果 見     自分 考  明確   書    関   課題 見       小学校   語彙
力 不足等 課題      状況    
 今後 市町村 主体的 取組   支援 継続       言語能力 育成    学校図書館    校 中学校  拡大   
ともに、国語 授業    積極的     小学校 取組  普及      府全体 学力向上 図  

令和２年度 新型       感染症 影響    全国学力 学習状況調査」の実施なし

【参考】新型コロナウイルス感染症対応について（府立学校 市町村教育委員会 私立学校  対応 令和２年度実施内容 含 ）【参考】新型コロナウイルス感染症対応について（府立学校 市町村教育委員会 私立学校  対応 令和２年度実施内容 含 ）

臨時休業

・令和２年３月２日  ５月31日   臨時休業とし、5月11日から31日までの間は登校日を設定した。
（最終学年      5月25日 から29日の登校日を授業日とすることが可能）
・６月１日から段階的に教育活動を再開した。（６月１日から12日 分散 短縮授業 府立高校並  視覚 聴覚 病弱支援
及び職業学科を置く高等支援学校は15日   知的 肢体不自由校 ６月22日から本格再開。）
 市町村教育委員会     府立学校 同様 対応 要請   
 私立学校（幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 高等課程 置 専修学校及 各種学校   外国人
学校）     府立学校 同様 期間 臨時休業 要請  府立学校及 市町村立学校 関  府教育委員会 対応
方針を情報提供した。
 私立専修学校（専門課程 一般課程） 各種学校（外国人学校以外）      令和2年4月14日から5月15日まで、
学校施設 使用  教育活動 行     要請   

学習支援

≪教材配信等≫
 大阪府及 教育                家庭学習教材等 情報発信 授業動画 配信 行      教員向  
授業動画 作 方     資料 配信      小中学生向  府作成 学習教材等             配信   
 市町村教育委員会 対  各学校  児童生徒 家庭学習 課 際 参考         資料     臨時休業中 学習
指導       小 中学校 各教科等 家庭学習 内容例  送付   
≪図書カード配付≫
 臨時休業期間中 家庭学習支援   学習用教材等 購入    図書   （１人   2,000円）を配付した。
≪学習支援員≫
 臨時休業 伴 未指導学習分    補充学習 行    学習指導員 府内公立小中学校（政令市除 ） 配置   
≪オンライン授業≫
 府立学校 ICT化（オンライン授業等）の推進として、ICT支援員を配置するとともにカメラやマイク等を整備した。
   既存 通信回線 増強 行      学校所有 端末機        ― 貸出  行  全家庭         
学習    体制 構築       府立学校 生徒               G Suite for Educationを導入した。

心のケア

 学校 臨時休業期間中 様々 不安 悩  抱  児童生徒 対応     ＳＮＳ（ＬＩＮＥ） 活用  相談対応 
拡充した。（毎週月曜日→5月6日までの平日すべて）
                    相談窓口 生徒 保護者 広 周知       府内小中学校（政令市除 ） 対  
スクールカウン セラースーパーバイザーの配置を拡大した。
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【主な基本的方向】
①意欲あるすべての子どもが高校教育を受けることができるよう、公私あわせて高校への就学機会を確保する。
②     社会 活躍   人材   今後 社会 活躍   人材 育成     公私 切磋琢磨   共同 取組       
③社会 変化     踏   府立高校 充実      
④    教育 不登校 中途退学  対応  生徒一人    自立 支  教育 充実      
【主な取組み】
①高校 授業料等 係 支援 ②グローバル人材の育成／キャリア教育の充実
③グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）の充実 ④中途退学防止・不登校減少の取組み

【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

②

府立高校３年生   英検
準２級相当以上の割合 50%をめざす 36.2% [H28] 45.6％ 41.4％

府立高校 英語教員    
英検準１級、TOEFL550点、
TOEIC730点以上を保有する
割合

75%をめざす 61.1% [H28] 66.9% 64.4％

公立 私立高校卒業者の
就職率（就職者の就職希望者
に対する割合）

全国水準をめざす 95.1%（98.0%)
[H28] 94.3%（98.1%） 95.2%（98.2%）

③ 学校教育自己診断における
生徒 学校生活満足度 増加させる 70%を上回った学校

132校／184校[H28] 140校／186校 134校／186校

④ 府立高校全日制課程 
生徒 中退率 全国水準をめざす 1.3%（0.8%）

[H28]
1.2%（0.8%）

[H30]
1.4%（0.8%）

[H29]

【自己評価】

評価

①  高校 授業料無償化 奨学金制度    無償化制度導入前 比 昼間 高校  進学率 上昇   
また、私立高校 進学  割合 同制度導入前 比 増加   

②
・英検準2級相当以上 府立高校３年生 割合 英検準１級等 保有  府立高校 英語教員 割合   増加   
目標達成に向け            研修 実施  等 教員 英語力向上 向  取組  実施   
     教育           構築  校内体制及 就職支援 関  情報      進路指導担当教員 周知  支援体制 
充実 図    目標   全国水準 就職率  開    。今後、企業や外部機関と連携したキャリア教育の充実を図っていく。

③
・グローバルリーダーズハイスクール（GLHS） 国際関係学科 設置  府立高校 充実をすすめた結果、学校教育自己診断における
生徒 学校生活満足度は向上した 満足度のさらなる向上に向け、PDCA     更 強化     一層 取組  進   
・GLHSに指定した10校   各校 教員 授業力向上 進路指導 充実 努       学習合宿 進学講習 取 組  結果 
現役  国公立大学進学率 向上  。今後さらなる向上をめざし、教員研修を充実させていく。

④
・中退防止コーディネーターの配置校における取組みや目標等の進捗状況の確認、中退防止フォーラムの開催による取組成果の共有を
行     結果 府立学校全日制課程 生徒 中退率      前年度 比較 全国水準との差が0.2ポイント縮小した。
今後                連絡協議会等 通  支援事例 周知   福祉部等 関係部署  連携体制 一層充実    

基本方針２ 公私 切磋琢磨   高校 教育力 向上    基本方針２ 公私 切磋琢磨   高校 教育力 向上    

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。()は全国平均。
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【主な基本的方向】
① 支援を必要とする幼児・児童・生徒の増加や多様化に対応した教育環境の整備をすすめる。
② 障     子   自立 社会参加 促進 向  関係機関 連携  就労       支援体制 充実する。
③｢個別の教育支援計画｣や｢個別の指導計画｣の活用を促進し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を充実する。
【主な取組み】
①府立支援学校 教育環境 充実／自立支援推進校 共生推進校 充実
②職業学科を設置する知的障がい高等支援学校を中心とした就労支援体制の構築
③府立支援学校        的機能 発揮／ 個別 教育支援計画 及  個別 指導計画  作成 活用促進
【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

②

知的障がい支援学校
高等部卒業生 就職率 35%をめざす 26.2% [H28] 28.5% 28.7%

府立支援学校高等部
卒業生 就職希望者 就職率 100%をめざす 91.6％ [H28] 92.6％ 92.8％

③
公立小 中学校 通級   
指導を受けている児童・生徒の
「個別の教育支援計画」
 個別 指導計画  作成率

いずれも100%を
めざす

[小学校はR2
中学校はR3]

【個別の教育支援計画】
小学校 80.7％
中学校 83.1％
【個別の指導計画】
小学校 92.3％
中学校 86.8％

[H28]

いずれも100% いずれも100%

【自己評価】

評価

①

・平成30年3月 策定   府立支援学校    知的障がい児童生徒の教育環境の充実に向けた基本方針」に基づき、特別教室の
転用 通学区域割 変更等 行   
 自立支援   及 共生推進教室      成果等 取    結果 踏   平成30年度入学者選抜  自立支援    募集
人員を増やした。また 共生推進教室      令和２年度  府立   高等支援学校 本校   新  共生推進教室 府立
東住吉高等学校 府立今宮高等学校 設置        

②

・教育課程改善事業や、職業学科を設置する知的障がい高等支援学校を拠点とした各地域での就労支援のノウハウ共有等の取組みを
行      生徒 職業意識 醸成及 就労支援 充実 図    目的  （株）D&Iと事業連携協定を締結し、中学部の生徒等
を対象とした職場体験実習の実施による早期からのキャリア教育の充実等に取り組むこととした。一方、知的障がい支援学校高等部卒業
生 就職率  前年度  0.２    低下     今後 企業等  連携 図  職場実習先 開拓              
選択肢を広げる取組みを強化していく。

③

 公立小 中学校 通級   指導 受  児童生徒  個別 教育支援計画  個別 指導計画  作成率 平成30年度 100％と
    引 続     計画   一層活用      市町村教育委員会  指導 助言  効果的 活用事例 発信等 努   
 特別支援学校教諭等免許保有率      上昇 75%に達したものの、依然として全国平均より低い。教員採用選考に    令和
２年度実施 選考      特別支援学校の「中学部」、「高等部」について「幼稚部・小学部共通」、「小学部」と同様に特別支援学校
教諭普通免許状 所有（取得見込  含  ） 受験 要件        免許状未保有者への認定講習受講の促進 行    
免許保有率向上 向   粘 強 取組 を進める。

基本方針３ 障     子  一人    自立 支援   基本方針３ 障     子  一人    自立 支援   

小・中学校の通常の学級に在籍する障がいのある児童・生徒に対する
「個別の教育支援計画」の作成に取り組む学校の割合

※府教育庁調 及 文部科学省「学校基本調査」等 ・ 調査 各年３月末現在 ※府教育庁調べ

知的障がい支援学校高等部卒業生 就職率

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。
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【主な基本的方向】
①小 中 高一貫      教育 推進     粘 強        力     教育 充実   
②社会のルールを守り、違いを認め合い人を思いやる豊かな人間性をはぐくむ人権教育・道徳教育を推進する。
③    不登校等 生徒指導上 課題解決 向  対応 強化   
【主な取組み】
①キャリア教育の推進／子どもの発達段階に応じた読書環境の充実
②道徳教育の推進／人権教育の推進
③   解決 向  総合的 取組  推進（ ５      応  問題行動  対応      活用促進）
学校相談体制の充実（スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置）

【主な指標の点検結果】（※）次年度  全国学力 学習状況調査  結果 記載（R1年度 R2年4月）

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

①

「将来の夢や目標を持っている」
児童・生徒の割合※ 向上させる 小６ 83.7%(85.9%)

中３ 68.3%(70.5%)
81.2%（83.8%）
67.4%（70.5%）

「ものごとを最後までやりとげたこと
がある」児童・生徒の割合※ 向上させる 小６ 94.3%(94.8%)

中３ 93.5%(94.7%)
94.9%（95.2%）
93.0%（93.9%）

「読書が好き」な
児童・生徒の割合※

全国水準をめざす
[R２]

小６ 47.1%(49.0%)
中３ 39.3%(46.1%)

43.7％（44.3％）
34.0％（38.9％）

②

 自分  良        
児童・生徒の割合※ 向上させる 小６ 74.9%(77.9％)

中３ 65.6%(70.7％)
77.9%（81.2％）
68.4%（74.1％）

「学校のきまりを守っている」
児童・生徒の割合※ 向上させる 小６ 89.1%(92.6％)

中３ 93.2%(95.2％)
88.4%（92.3％）
94.7%（96.2％）

「高校・高等部での学習を
通して『自分 大切   』
気持ちが高まった」と回答した
府立学校生の割合

向上させる 59.1％ [H28] 60.5% 60.4%

③

暴力行為 発生件数千人率 全国水準をめざす
[R1]

小 5.4件(3.5件)
中 21.2件(9.2件) [H28]

6.4件（5.7件）
15.7件（9.3件)[H30]

5.1件（4.4件）
17.3件（8.9件)[H29]

不登校児童 生徒数 千人率
いずれについても
全国水準以下を

めざす

小 5.4人( 4.7人）
中 35.7人(31.4人)
高 35.2人(16.4人)[H28]

7.1人( 7.0人）
38.3人(38.1人）
33.8人(18.1人）[H30]

5.8人( 5.4人）
36.7人(32.5人）
32.7人(16.8人）[H29]

    解消率 いずれについても
100%をめざす

小 95.8%
中 92.1%  
高 91.4％ [H28]

91.1%(84.7%)
80.1%(82.8%)
87.6％(84.8%)[H30]

90.8%(86.4%)
80.8%(86.4%)
84.9％(84.8%)[H29]

【自己評価】

評価

①
・「キャリア教育推進モデル事業」において、キャリア・パスポートを活用しながらキャリア教育の実践を進めたところ、事業実施校区全小中学校
  将来 夢 目標 持     項目 肯定的回答率 取組 後 上昇   今後  本事業 成果 府内 普及          
探求的学習      通   簡単  答  出  課題 対 挑戦    力      解決策 考  力 具体的 行動  力  
を育むキャリア教育を一層進め、将来に展望を持てる子どもの増加につなげていく。

②

 小 中学校      人権教育研修 実施  道徳教育 実践 関  研修等 道徳教育 推進 行   一方 道徳教育     
具体的 評価 方法 課題 認識    教員 多  今後 評価     研修            人権教育 道徳教育 推進 
   子  達 社会     守 意識 豊  人間性 育     取 組     
・府立高校   人権教育研修  各種会議 開催  各学校 作成  道徳教育 全体計画 基  道徳教育 推進  の結果、
「高校・高等部での学習を通して『自分 大切   』気持  高     回答  府立学校生 割合は一定水準を維持している。
今後 教育活動全体 通  一人    人権 大切    学校    取 組     

③
・生徒指導体制の強化や、児童・生徒の相談体制の充実 行    暴力行為 発生件数千人率 不登校児童・生徒数の千人率  
全国平均との差がある。また、いじめ 解消率      中学校  全国平均 下回    。 今後は、いじめ・虐待をはじめとする生徒
指導上の課題に対する未然防止・予防を図るとともに、スクールカウンセラー、スク－ルソーシャルワーカー、スクールロイヤー等の多職種が
連携したチーム支援体制の構築を進めていく。

基本方針４ 子どもたちの豊かでたくましい人間性をはぐくみます基本方針４ 子どもたちの豊かでたくましい人間性をはぐくみます

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。()は全国平均。

令和２年度 
新型コロナウイルス
感染症の影響により
「全国学力 学習状況
調査」の実施なし
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【主な基本的方向】
①PDCAサイクルに基づく学校における体育活動の活性化などにより、児童・生徒の運動習慣をはぐくむ。
②学校における食に関する指導や学校保健活動等を充実するとともに、子どもの生活習慣の定着を通した健康づくりをすすめる。
【主な取組み】
①体力    関  PDCA     確立（ 体力   推進計画  作成支援）
②栄養教諭 中核    食 関  指導  充実／子供 生活習慣確立 向  取組  推進

【主な指標の点検結果】
指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

①

 全国体力 運動能力 運動習慣等
調査」結果を踏まえて、授業等の
工夫 改善 行  学校の割合

65％をめざす
小学校 39.2％
中学校 41.6％
[H29調査]

43.5％
44.6％

38.0％
46.9％

体力    ５段階総合評価 
下位段階（D・E）の児童の割合

（小５）
全国水準をめざす

男子 33.4%(28.9％)
女子 28.9%(23.1％)

[H29調査]

35.9%（31.2％)
28.5%（23.8％)

33.7%（28.8％)
28.3%（22.5％)

②

保護者を委員とした
学校保健委員会 設置率

（政令市除 ）
いずれについても
100%をめざす

公立小学校 60.3%
公立中学校 54.4%
公立高校  88.0%

[H28]

83.1%
75.7%
94.3%

79.9%
72.1%
93.7%

学校評価で食育を評価して
いる小・中学校の割合 100%をめざす 60.3%

[H28] 87.7％ 84.5％

【自己評価】

評価

①

 市町村 対  小中学校   体力   推進計画 作成支援  体力             実践事例集及 授業 指導法 解説
する 「簡単プログラム」の普及促進等 行   、「全国体力 運動能力 運動習慣等調査  結果 踏    授業等 工夫 改善を
行  学校の割合は 前年度 比較  小学校  5.5ポイント上昇した一方、中学校では2.3ポイント低下している。
また、子ども 体力 状況  体力    合計点 全国平均  差 現在 調査方式    以来最 縮     下位      
児童の割合は計画策定時と比較し男子で全国平均との差が拡大している。
今後は、経験の浅い教員や体育指導に自信を持てない教員を対象とする研修を実施するなど、実践的な支援を継続していく。

②

・保護者を委員とした学校保健委員会の設置については 前年度 比較 公立小学校 3.2    増 公立中学校 3.6ポイント増と
なった。今後も引き続き 設置率 低 市町村教育委員会 対 他校 他市町村 好事例 紹介      目標   全校  設置に
向けて取り組んでいく。
 学校評価  食育 評価      評価項目 例 提示    市町村教育委員会 働    結果 評価 行 学校 割合 
前年度 比較 3.2ポイント増加した。今後も引き続き未実施校のある教育委員会に個別に働きかけるなど、一層取り組みを推進していく。

基本方針５ 子どもたちの健やかな体をはぐくみます基本方針５ 子どもたちの健やかな体をはぐくみます

体力    ５段階総合評価 下位   （D・E）
の児童の割合

保護者 委員   学校保健委員会 設置率
（政令市除 ）

 全国体力 運動能力 運動習慣等調査 結果 
踏    授業等 工夫 改善 行  学校 割合

※府教育庁調べ
※府教育庁調べ
※スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果」（政令市 含 ）より ※府教育庁調べ

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。()は全国平均。

小学校, 43.5

小学校, 39.2
小学校, 38

中学校, 44.6中学校, 41.6
中学校, 46.9

0

20

40

60

29 30 元

35 35.1 33.4 33.7 35.9
32 30.6 28.9 28.3 28.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

27 28 29 30 元

男子

女子

56.4
60.3

68.3

79.9 83.1

50.0
54.4

61.9

72.1
75.7

84.2
88.0

93.7 93.7 94.3

0

20

40

60

80

100

27 28 29 30 元

公立小学校

公立中学校

公立高校



8

【主な基本的方向】
①採用選考方法等を工夫・改善し、熱意ある優秀な教員を最大限確保する。
   教職経験 少  教員    研修 人事異動等 通  資質 能力 向上 図  

②評価 育成     実施等    教員   気 能力 向上 図  
③私立学校    教員 資質向上 向  取組  支援   
【主な取組み】
①優秀 教員 確保（採用選考方法 工夫 改善等）／初任者研修 実施／人事異動等       形成 能力 向上
②評価・育成システムの実施（生徒・保護者による授業アンケートを踏まえた教員評価）
③私学団体における研修事業の支援

【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度
実績値

① 経験の少ない教員の学科間及び
課程間異動等 人数比率

【R４当初人事】
 新任４ ６年目 異動者 
うち、他の市町村等へ
人事異動 人事交流    
人数の割合
小 中学校 向上   

 新任４ ６年目 異動者 
   学科間及 課程間異動
等をしている人数の割合
府立学校 向上   

【H29当初人事】

16.5%

41.1%

【R1当初人事】

14.8%

50.9%

【H30当初人事】

16.6%

46%

②

保護者向け学校教育自己診断における
府立学校教員の指導等に関する項目に

   肯定的 意見 比率
70%以上の維持をめざす

[H30から]
77.4％
[H28] 77.6% 77.8%

教職員向け学校教育自己診断における
府立高校の教育活動の改善に関する
項目    肯定的 意見 比率

70%以上の維持をめざす
[H30から]

76.2％
[H28] 75.0% 72.6%

【自己評価】

評価

①

・採用選考方法の工夫・改善に取り組み、1,189名の合格者を決定した。
広報活動 更  推進 図      採用選考 一層 工夫 改善 取 組  優秀 教員 計画的 確保     努める。
 小 中学校   新任４ ６年目 実際 異動  者    他 市町村等 人事異動 人事交流    人数 割合     令和
元年度当初人事   人数 前年度 同数      総異動人数 約10%増加したため、 割合は計画策定時実績を下回った。
今後は、「Challenge 人事交流 成果 広 周知       人事異動等       形成 能力向上 向  市町村教育委員会
    計画的 人材育成 取組  促進  本制度     活用 推進     
また 府立学校  新任４ ６年目 実際 異動  者    学科間及 課程間異動等    人数 割合 伸     引き続き、
「府立学校教員人事取扱要領 に基  異動 人事交流 取 組  

②
・保護者   学校教育自己診断    府立学校教員 指導等 関  肯定的意見 比率 前年度 比較 0.2ポイント減少したが、
目標である70%以上を維持した 肯定率 向上 向  府立学校    生徒指導 学習指導 更  充実 図  
 教職員向 同診断    教育活動 改善 関  肯定的意見 比率      前年度  2.4ポイント上昇し、目標である70%
以上 維持     今後  校長  学校経営計画策定面談 通  学校 課題       明確     指導 助言   

③  私立学校 対  府教育委員会 取組      情報提供  講師 派遣等 通  私学団体    研修事業 支援   
   進路指導 担当者 対象   就職差別 未然防止及 早期対応    説明会 開催  教員 資質向上 寄与   

基本方針６ 教員 力   気 高   基本方針６ 教員 力   気 高   

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。
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【主な基本的方向】
①校長       強化  学校 特性 生徒 課題 応  学校経営 推進   
②保護者等への情報発信を充実するとともに、地域や保護者のニーズを十分に反映した開かれた学校づくりをすすめる。
③私立学校    開   学校    向  取組      進   支援   
【主な取組み】
①学校経営計画の策定によるPDCA     基  学校経営 確立／予算面等    校長       強化
／民間人 行政職 教諭等から 優  人材 校長  任用
②学校運営協議会による保護者・地域ニーズの反映 ③私立学校    学校情報 公表 公開

【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度
実績値

① 「学校経営計画」中の
年度重点目標 実現度

80%以上をめざす
[H30年度  ]

78.3％
[H28] 74.0％ 72.9％

②
府立高校 学校教育自己診断    
授業参観 学校行事等  保護者 
参加及び学校の情報提供に関連する

診断項目の肯定値

保護者参加:70%をめざす
情報提供:80%以上を

めざす

66.0%
75.2%
[H28]

67.4%
76.9%

67.9%
75.9%

③ 私立学校    学校情報 公表状況 いずれについても100%を
めざす ※下表参照

【自己評価】

評価

①

 学校経営計画中 年度重点目標 実現度  前年度 比較 1.1ポイント上昇したものの、計画策定時の平成28年度 比較 4.3
ポイント低下した 前年度 比較 自己評価 著  下   学校及 目標 設定 適切    思   学校      校長 准校長
への面談や学校訪問を通して、より丁寧に助言するなど、学校の状況をふまえた課題解決のために支援をしていく。
・府立学校及 市町村立小中学校 校長 公募      広報活動 積極的 展開  府立学校 は35名程度 募集 対し155
名の応募があり、23名 合格 市町村立小中学校  2市2名募集に対して19名の応募があり、2名が合格した。選考方法の工夫や、
任用前研修 充実 任用後 支援 指導等    各校 教育課題 対 適切 学校経営    人材 確保 努   

②
 学校運営協議会 活用  学校運営 改善事例等 好事例 集約  共有     結果 前年度 比較  学校教育自己診断  
  授業参観 学校行事等  保護者 参加 関  診断項目 肯定値  0.5ポイント減少したものの、学校の情報提供に関連する
診断項目の肯定値は1.0    増加   今後  保護者   学校教育自己診断 回収率 上    啓発 努       肯定値
も上がるような取組みのより一層の充実を図るほか、学校のホームページ等を活用し、さらなる情報提供に努めるよう働きかける。

③  情報未公表 場合  私立学校 対  経常費補助金 配分    減額要素      引 続  全  学校 公表 重要性
    理解 得     説明  個別 進捗状況 確認     情報 公表 努    働     

基本方針７ 学校 組織力向上 開   学校         基本方針７ 学校 組織力向上 開   学校         

私立学校における学校情報の公表状況

財務情報 自己評価 学校関係者評価

H28年度決算 H30年度決算 H29年度決算 H28年度決算 H30年度決算 H29年度決算 H28年度決算 H30年度決算 H29年度決算

幼稚園 91.1％ 92.0% 91.1％ 94.4％ 92.9% 93.9% 83.0％ 84.0% 83.4％

小学校 94.1% 100.0% 94.1% 88.2% 100.0% 100.0% 94.1% 100.0% 100.0%

中学校 96.8% 100.0% 98.4% 92.1% 100.0% 100.0% 90.5% 98.4% 100.0%

高校 96.9% 100.0% 97.9% 93.8% 100.0% 100.0% 91.7% 99.0% 100.0%

専修学校 － － － 67.6% 73.2％ 68.0% 54.5% 61.8％ 55.4%

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。
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【主な基本的方向】
①耐震改修 老朽化対策   府立学校 計画的 施設整備 推進   
②学校 危機管理体制 確立       児童 生徒 災害時 迅速 対応  力 育成   
③私立学校 耐震化 向  取組  促進   
【主な取組み】
①府立学校 老朽化対策 空調設備等 整備 推進
②学校 防災力 向上及 防災教育 充実
③私立学校 耐震化 促進
【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

②
地域と連携した、自然災害を想
定した避難訓練 実施率（政

令市除 ）

公立小学校 60%をめざす
公立中学校 50%をめざす
公立高校  40%をめざす
支援学校  50％をめざす

43.5%
14.4%
13.3%
36.2％ [H28]

64.2%
22.6%
42.4%
84.8%

50.3%
16.0%
15.7%
36.2%

③ 私立学校 耐震化率
全校種95%以上をめざす

[R2]

幼稚園 :84.5%
小学校 :96.9%
中学校 :92.5%
高校 :83.0%
高等専修学校: 89.7%

[H29.4.1時点]

90.5%
97.0%
97.9%
88.5%
92.7%
[H30]

87.8%
97.0%
92.5%
85.6%
92.7%
[H29]

【自己評価】

評価

①

 府立学校 施設整備     、平成30年度 大阪府北部 震源   地震       塀倒壊事故 受  優先度 高 順 ①
から④のカテゴリーに分類の上、ブロック塀を順次撤去する方針を平成30年度     方針 基        ① 86校    府立
高校57校 府立支援学校４校 計61校の撤去等を実施した。また、エレベーターやトイレ設備、消防設備等の改修工事を計画的に
実施した。
・平成27年度 策定  府立学校施設整備方針 改訂   府立学校施設長寿命化整備方針    令和２年３月        
公表した。同方針に基づき、今後計画的に府立学校施設 老朽化対策 取 組     

②
・地域と連携した、自然災害を想定した避難訓練をすすめるため、モデル校・地域における成果を広く府内学校に周知するとともに、教職員
を対象とした防災教育研修を実施した。その結果同訓練 実施率 ついて、小学校・高等学校・支援学校においては目標値を達成する
              中学校     前年度  上昇      目標値  差 大   今後  特 実施率 低 市町村 
対   実施率 大  向上   市町村 取組  好事例 周知及 働    行  

③
 耐震化率 目標値達成 向  私立学校 耐震化    事業費補助 実施  学校別耐震化情報 公表 取 組   
  結果 耐震化率 全体   増加   事業費補助 継続  個別      調査等    取組  促進 強 働    。
   令和２度末 耐震化 完了     学校 園      令和３年度当初 未耐震化建物    化  耐震化方針 併  
公表する予定としている。

基本方針８ 安全で安心な学びの場をつくります基本方針８ 安全で安心な学びの場をつくります

※府教育庁調べ※各年度 数値 、次年度４月１日現在 ※中等教育学校を含む。高等専修学校を除く。
※H28年度  全国平均 数値 、社会福祉法人立 幼保連携型認定   園 含 。
※文部科学省「私立学校施設 耐震改修状況調査」

私立学校 耐震化率

※府教育庁調べ

地域 連携   自然災害 想定  避難訓練 実施率（政令市除 ）

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。
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【主な基本的方向】
①学校の教育活動を支える取組みへの地域人材の参画を促すとともに、ネットワークづくりをすすめる。
②多様 親学  機会 提供 図      家庭教育 困難 抱 孤立    保護者  支援 促進   
③小学校との連携をすすめるなど、幼児教育の充実を図る。
【主な取組み】
①地域 学校 連携 協力体制 整備 普及啓発活動 実施 ／放課後等の子どもの体験活動や学習活動等の場づくり（おおさか元気広場）
②    府民 親学習 参加   場   （家庭教育支援）
③幼稚園・保育所・認定こども園における教育機能の充実
【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

①

保護者や地域の方が学校の教育活動や
教育環境の整備、放課後の学習・体験
活動等に、よく参加・参加すると回答して

いる学校の割合
（学校長 地域 方 協議  回答）

90％をめざす ー 小学校 96.4%
中学校 93.5%

小学校 98.3%
中学校 95.5%

②

大人（保護者）に対する親学習を
小学校数以上実施する市町村数

（政令市除 ）
41/41市町村をめざす 16/41市町村

[H28]
28／41市町村 24／41市町村

訪問型家庭教育支援を実施する
市町村数（政令市除 ） 増加させる 15市町村

[H28] 18市町村 17市町村

③ 幼児教育アドバイザーの認定者数 500名の認定をめざす 幼児教育アドバイザーの
認定者数 133名

累計599名
(R1新規 229名)

累計370名
(H30新規 237名)

【自己評価】

評価

①
・地域学校協働本部等を中心に全中学校区で学校支援活動を実施し、地域と学校をつなぐコーディネーター等の育成研修や、府ホーム
       連携 協働活動 成功事例 情報発信等 実施   引 続  地域学校協働活動 内容充実 拡大 図      
活動 核   人材 育成 定着 向  研修等 実施  成功事例 発信 行  

②

 市町村 対  親学習 意義 効果 周知  実施 向  働    行      親学習 推進役   親学習     派遣 
行  結果、大人（保護者）に対する親学習を、小学校数以上実施した市町村数が増加した。
 教育委員会 福祉部局等  連携  家庭教育 困難 抱  保護者  支援 行   教育 福祉 連携   家庭教育支援   
事業」の実施により、訪問型家庭教育支援を実施する市町村数が増加した。
 未来 向  力（非認知能力） 育成     研修 実施       等 作成 行  保護者  支援内容 充実 図   
・今後も研修の実施や、効果的な取組みを周知して市町村へ支援の実施を働きかけることにより、内容充実と実施拡大に努める。

③

 幼稚園 保育所 認定   園等 教育機能 充実 家庭 地域 教育力 向上 図      幼児教育 関  状況 変化 対応
するため、「幼児教育推進指針」を改訂した。
・各市町村 園所    研修 担  幼児教育        育成及 認定 行  。また、認定した幼児教育アドバイザーの資質及び
実践力 向上 図    実践型        研修 実施及  幼児教育              作成 行   
今後   研修  調査 研究  情報提供  ３  機能    幼児教育 更  充実 努   

基本方針９ 地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します基本方針９ 地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します

※府教育庁調べ

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。

保護者や地域の方が学校の教育活動や環境の整備、放課後の
学習・体験活動等に、よく参加・参加するとしている学校の割合

※調査はH30年度  実施 ※府教育庁調べ

大人（保護者）に対する親学習を小学校数以上実施する市町村数

(市町村数）

※調査はH28年度  実施
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【主な基本的方向】
①私立幼稚園
保育サービスの拡大や地域の子育て・家庭教育支援機能の強化、障がいのある幼児一人ひとりのニーズに応じた支援の充実を促進する。

②私立小 中学校
児童 生徒 多様 幅広 学校選択 機会 提供 特色  教育 行     振興 図  

③私立高校
家庭 経済的事情       自由 学校選択   機会 提供     授業料無償化制度 実施       建学 精神 
基   特色 魅力  教育 行     私学教育 振興 図  

④専修学校・各種学校
高校生等のキャリア形成の支援ができるよう、高校等との連携促進に努めるとともに、専門的・実践的な職業教育が提供できるよう、産業
界等との連携促進に努める。また、後期中等教育段階において、職業教育等多様な教育が提供できるよう、高等専修学校の振興を図る。

【主な取組み】
①私立幼稚園等   子育 支援事業 促進 ②私立小 中学校 振興
③高校 授業料等 係 支援 ④専修学校の職業教育による職業人の育成
【主な指標の点検結果】

指標 目標値(R4年度) 計画策定時 R1年度実績値 【参考】H30年度実績値

③

私立高校 対  
生徒 保護者 満足度 向上させる 73.1％

[H28]
75.9% 72.8%

私立高校全日制課程 
生徒 中退率 全国水準をめざす 1.1％(1.2%)

[H28]
1.2%(1.3%)
[H30]

1.0%(1.2%)
[H29]

私立高校卒業者 就職率
（就職者の就職希望者に対する割合） 全国水準をめざす 92.4％(97.7％)

[H28] 95.1%(98.0 %) 95.1%(97.9 %)

④ 専修学校生の関係分野就職率 全国水準をめざす 71.5%(75.8％)
[H28]

68.4%(74.4％)
[H30]

69.9%(75.5％)
[H29]

【自己評価】

評価

①
・子育て相談等 地域 子育 支援事業 取 組 私立幼稚園等 割合 前年度 同程度  ８割 超  園 取 組     
引 続  私立幼稚園経常費補助金等 通  支援    実情 応  子育 相談事業 支援等    取組  促進 図  
 令和2年４月   私立幼稚園  子   子育 支援新制度 移行  園 全体 半数 超  53%     引 続  各私立
幼稚園 事情 応  個別相談支援   通   新制度  移行 支援   

②  建学 精神 基  個性的 特色   教育 実施      経常費補助金 交付   今後  公立学校    取組  情報
提供 努     私立小 中学校 振興 図     

③
 私立高校生等 授業料無償化 実施    制度創設前 比 私立高校 進学  割合 増加   制度 検証    公私 
流動化 状況 分析 努       私立高校 保護者 対  学校選択 関  満足度調査 実施   私立高校  満足度 示
す指標については、計画策定時と比べ向上し、７割 超  生徒 保護者 満足     引 続 満足度 維持 向上 努   

④
 専修学校生 関係分野就職率     、平成30年度実績 計画策定時 3.1ポイント下回った。全国と比較して構成比の高い
 文化 教養分野 （全体 占  構成比 全国24.5%、大阪35.2%） 関係分野就職率 低 （全国52.1%、大阪47.3%）
等が影響して、全国水準との差が拡がっていることが課題である。専門学校の教育の質の向上を図るため、専門学校における職業教育に
対する支援    調査 検討 行        踏   補助制度 見直       実践的 職業教育 充実 図     

私立高校全日制課程 生徒 中退率

※府教育庁調べ

基本方針１０ 私立学校 振興 図   基本方針１０ 私立学校 振興 図   

（注）計画策定時実績は、特記がない場合はH29年度実績値。()は全国平均。
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大阪府教育行政評価審議会    審議結果（主 意見）大阪府教育行政評価審議会    審議結果（主 意見）

小中学生 学力向上

 学力向上 関  成果 上      効果   学校 取組 事例  一層広       学力課題 
  学校 校区  重点的 支援策 引 続 行       具体的   市町村 主体的 取組  
支援 加  府全体 課題   語彙力 向上 向  取組   家庭学習支援 充実        
現場 課題 把握     細   指導  願        語彙力 学  深      体験 経験 
充実させるという観点からも市町村とともに指導いただきたい。
・小中学校の授業改善等について、小学校と中学校を一緒にとらえるのではなく、校種の特色に応じた施策を
すすめていく必要がある。

エンパワメントスクール ・エンパワメントスクールに関して、専門人材の連絡会等を通じた学校や教員同士の連携により、生徒が安心
して登校できる環境づくりに努めていただきたい。

不登校生徒  対応 ・ICTの活用により、学校に登校できなくても学習に取り組みやすい環境整備をすすめていただきたい。

特別支援学校教諭
免許状保有率

 特別支援学校教諭免許状保有率     現場 教員   必要性    認識   という観点も含めた
取組みの充実により、ますますの向上をめざしていただきたい。

府立支援学校    
センター的機能

・支援学校のセンター的機能における相談支援に関して、愛着障がいの課題や学習の問題など、様々な背景も
含  多様     対  専門的 知識 技能 必要      加  教員 世代交代 進      
から、研修の充実による支援学校教員の専門性の向上・維持・継承を図っていただきたい。

人権教育
・従来の大阪府「人権教育基本方針」及び「人権教育推進プラン」に加えて、2015年 国連 策定   
「持続可能な開発目標」（SDGs） 理念 踏     度  COVID‐19 等 関  差別 偏見 虚偽
情報       人権教育 一層 取組  行           当事者      問題意識 持  
学習  機会     教材    行   先進的 取組  学         

いじめ問題
 家庭 学校 協力   子   異変   早 気付               張 巡          
特に今後は新型コロナウイルス関連のいじめが増える恐れがあり、子どもが新型コロナウイルスに感染した場合の
対処が大事になると思われる。

学校体育  学校    体育 一番大事 点  学習指導要領       豊          実現         
スポーツへの興味関心を中心に据えた学校体育の取組みに期待したい。

評価・育成システム
 教員      得意分野 潜在能力等           生  視点 重視            
さらに伸ばす取組みと評価により、教員の意欲や自己肯定感を高めるとともに、教員の資質向上やミドル
リーダーの育成につながることを期待する。

学校経営計画

・学校経営計画については、数値目標のみを追い求めるのではなく、学校が取り組むことができた成果や強みに
目 向     大切       校長 准校長 対  助言       強化 対  予算的 措置 
学校が課題に対し組織として対応する核となるミドルリーダーの育成といった学校に対する支援を継続して
いただきたい。特に、新型コロナウイルス感染症の影響により想定外のことも起ころうかと思うが、その場合にも
大阪府 支援     良 学校                   学校評価 関  地域 保護者 方 
引き続き関わっていただきたい。

ICT環境の整備
 今後新型        先行  見   中  遠隔授業    形 教育活動 実施     必要 
場面     生     思    学校 教員 遠隔授業用 教材 作       程度 ICT環境が
必要       一方  遠隔授業 対面 授業  異   限界    学校 集     困難 環境 
        子     学力 保障 繋   継続      環境整備 引 続 努         

防災教育 ・防災教育において、高齢者や障がい者に対する早い段階での支援の観点も盛り込んでいただきたい。

学校・保護者・地域人材
の連携

・学校と保護者・地域人材の一層の連携を図り、中学校区を核として、その校区の特色に合わせた活動やネット
    構築  必要    具体的       教育 一環    児童生徒   対象   若 世代  
  親学習  実施  人材不足 中      自治会 社会福祉協議会等 連携   人材活用  
「人材育成研修」の充実が求められる。

幼児教育
 幼児教育      公私立問   多様       幼児（障   重度化 多様化等）  支援  
その保護者支援が重要な課題となっている。一方、幼稚園には支援学級や通級指導教室がなく、支援教育
の推進役がいない。「幼児教育センター」による幼児教育アドバイザーの育成と、幼児教育コーディネーターに
よる支援が一層充実していくことを期待する。

専修学校生 進路  例  他校種 連携      教育 行           生徒      良 進路 実現     今後
とも取組みの充実をお願いしたい。

私立学校 耐震化  私立学校 耐震化     早期 100%を達成するよう、学校と連携し推し進めていただきたい。
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【参考資料】民間有識者 意見【参考資料】民間有識者 意見

大阪府教育振興基本計画 点検及 評価 関  次 業種（職階） 活躍     方   意見       
 金融業（部長級）
・人材サービス業（課長級）

今後 社会 求    力

 世界 活躍    人財  育成          能力及 自分 意見 述  力 向上
させる教育に取り組んでいただきたい。
 社会人   就業  際  相手 立場 立  考 続        力 重要    教員
    身 付          教  能力 養    
・小学校から高校までの12年間 英語教育        英語 話    書   人 
存在する教育が続いており、抜本的な改革が必要。
・基本方針２（１）の指標８で、英検準１級等以上を保有する教員の割合を目標に掲げて
いるが、低すぎる。

地域間格差・家庭間格差
・大阪府内においても市町村によって学校の教育に対する意欲の地域差を感じる。
 家庭 保護者 所得 差 学力 差 相関     義務教育 期間       差 
なくすようなカリキュラムが必要ではないか。

障がいのある児童・生徒の
自立支援

 障     児童 生徒 将来自立  生活          教育 支援 提携 協力  
   民間企業 選定       府   必要 情報 発信    情報 積極的 得 
必要がある。

いじめ問題

・いじめ問題に向き合い、解消することを１００％にする必要がある。自身が困った時に、周り
  守  貰  経験 信頼関係 築 上  経験     大人 成長  時  自身 
周りをサポート出来る「人財」になりえる。
・学校教育を通し、互いに高め合う人間関係を構築するために、小中学校において「道徳」教育
を推進している。しかし、学校内の「いじめ」に関する問題はなくならない上に、SNSなどの情報
ツールを活用した悪質なものに変化している。
    学校       家庭内          大人 問題意識 欠如   社会 
問題として考えなければならない。
教師 対  研修 教育体制 当然不可欠    教師 教育 対  自覚 大切   
  例  PTAや児童・生徒及び教師が参加型で問題点等に対し検討する機会を設けるなど、
地方公共団体、教育委員会などを含めた包括的な主体が、関係する課題として取り組むことで、
「いじめ」が減少し、自殺者が発生しない社会となることを望む。

不登校児童 生徒       不登校児童 生徒           個別 異       原因 徹底的 確認     
ずつカスタマイズしたサポートが必要。

スクールカウンセラー ・スクールカウンセラーにいつでも頼ることができる環境が大事。また、人員配置は潤沢にする必要
がある。

教員の採用・育成

 教員 採用試験 際 民間企業 協力 仰  実習 行         際        
 言動 試験内容 組 込 方法 良        
 教員研修 一環    新人      関    定期的 民間企業  業務体験 行 
    教員 引 出  増    良 教育環境 実現            
 校長先生     先生方     学校 何年在籍                    
     学校    先生 何   切                     語     
                生徒   学年 重         一年一年 過     
意義を考えられるきっかけが出来、将来就職した際に、自身の業務の意義をしっかり捉え、考え、
自 行動出来  人財        考   

授業料無償化  幼児教育 私立高等学校 高等教育 無償化 貧困 連鎖 断 切 観点   素晴  
 制度    継続         



大阪府教育行政評価審議会 
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興梠 義幸（こうろき よしゆき） 
  大阪府 PTA協議会理事 
   （PTA 活動） 
田中 聡（たなか さとし） 
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